
に匹敵する規模となる端末はまだな

く、インターネット市場はパソコン市

場に依存しているといってもよい。

各ISPの新規ユーザーの増加ペース

は鈍化している。ニフティ（＠nifty）

の場合、2001年の新規ユーザー増加率

は24%だが、2002年には12%、NTT

コミュニケーションズ（OCN）も100%

から30%にまで低下、KDDI（DION）

も96%から16%にまで急落した。

ダイヤルアップ時代においては、1

世帯でも個々人で別のISPアカウント

を持つケースが多かったが、今後ブロ

ードバンド化が進めば接続形態は1世

帯ごとになり、契約数は減少する可能

性もある。ブロードバンド化やパソコ

ン市場の鈍化が及ぼすインターネット

接続加入者数の伸び率低下は、ISP各

Yahoo!BBの場合、これらコストを

接続料金のみならず、コンテンツ配信

手数料、広告料、EC手数料などのト

ータルな売り上げの中で回収しようと

するビジネスモデルである。

他のISPにしても、インターネット

接続料金を収益の柱としていた従来の

状況から、今後は別の収益モデルの比

率を高めていかなければならない。接

続料の低廉化でユーザー囲い込みを狙

うISPとしては、iモード型のビジネス

――各種プラットホームのサービスを

拡充し、コンテンツプロバイダーに採

用してもらうことで手数料収入を確保

する――を構築したいと考えている。

特に、ブランド力のあるコンテンツホ

ルダーに参加してもらうことが重要に

なる。

社が決められたパイの奪い合いをする

ゼロサムゲームに突入している。

接続収入モデルの限界

ISPはこのような環境変化を受けて、

ビジネスモデルの転換を図ろうとして

いる。①接続収入に代わるEC、広告

事業など付加価値事業の展開、②新規

サービスとしてのインターネットメッ

セージングサービス（IMS）やインタ

ーネット電話（IP電話）サービスの立

ち上げ、③ブロードバンドに対応した

コンテンツ配信サービス――である。

ISPのビジネスモデルは、インター

ネット接続に関する設備コストを毎月

の接続料金で回収するものであった

が、Yahoo!BBの登場でビジネスモデ

ルは大きな変更を迫られている。
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ビジネスモデル転換による�
現状の問題点�【� 】� 【� 】�【� 】� 打開策としての統合・連合案�

機器の共同購入やバックボーン設備
の共有化などにより設備コストの削減�

共同調達などによりコンテンツ調達コス
トの低減化とコンテンツの充実を図る�

IP電話などの規格統一化によりスケー
ルメリットを確立し利便性向上を図る�

PCに代わるノンPC機器によるインタ
ーネット接続を促進するため規格仕様
を統一し新たな市場を確立する�

儲からない個人向けISP事業は連合
化し、法人向けI市場を強化しようと
するISPもいる�

付加価値事業の低迷�

新規サービスの規格乱立�

コンテンツ調達の困難�

付加価値事業としてコンテンツ配信、電
子商取引、広告事業を展開するも、接続
収入に代わる事業の柱に成長していない�

新規サービスとしてIP電話やインスタント
メッセージを手掛けているが、ISP間で規
格が乱立しユーザーの加入が進みにくい�

ハリウッド映画などのブロードバンドコ
ンテンツの調達コストが高く集めにくい�

ブロードバンドアクセスサービスの低
価格化、固定料金化にともない1人当
たりの接続収入が減少する�

ブロードバンドアクセスの増加にともな
いバックボーン回線容量の拡大投資
が迫られる�

業界破壊者　Yahoo!BBの台頭によ
りゼロサムゲーム化が加速�

パソコン市場が成熟化し、新規インタ
ーネットユーザーの増加が鈍化してき
ている�

図1 ISPを巡る環境変化と対応策としての合従連衡策
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インターネット市場は成長期から成

熟期へと移行し、コンシューマー向け

ISP業界の淘汰が始まろうとしてい

る。しかし、PC以外の端末からのイ

ンターネット接続環境が広がっている

情勢をみると、新しいビジネスを立ち

上げる好機でもあり、各ISPはそこに

事業機会を見い出そうとしている。

これまでも大手ISPは、接続サービ

スのみならずポータル展開を促進し、

検索エンジンの強化や電子モール運営

など多様なサービスに着手してきた。

ユーザーを大量に獲得することで接続

料金収入を向上させることはもちろ

ん、新規ビジネスを始めるにいたって

競争優位を確保することができたから

だ。

今後、事業者間競争の激化やブロー

ドバンドアクセス料金の定額化で、事

業者は別の収益源を確保する必要性が

出てくる。低価格化・無料化しても、

ユーザーの集まる仕組みを作ることが

最重要とされる段階を迎えようとして

いる。

では、今後どのようなユーザーを取

り込むべきであろうか――。やはり、

ブロードバンドユーザーとノンPC端

末ユーザーの取り込みであろう。

設備投資や運用コスト、マーケティン

グコストは増大し、ますます収益率が

低下せざるを得ない状況となってくる。

ADSLサービスの固定料金制は、

2001年上半期まではアクセス料金、

ISP料金、モデム料金を含め6000円前

後であった。それが、2001年6月に登

場した新興勢力Yahoo!BBが2000円台

にまで下げるということになり、既存

ISP業界の競争ルールは破壊されてし

まった。Yahoo!BBの発表以後、他の

アクセス事業者やISP事業者も追随し

対抗値下げを実施。ブロードバンド

ISP料金は月額3000～4000円台にま

で低下した。

ISP各社は、潜在ユーザーを奪われ

ることより、値下げしてでもユーザー

を獲得する戦略を選択したのである。

ISP間の競争構造は、市場規模は増加

するものの競争が激化し決して儲から

ない、囚人のジレンマに陥っている。

また、ISPは新規獲得が非常に難し

くなっている。1つには、1990年代後

半より、インターネット市場とともに

成長してきた家庭向けパソコン市場の

伸びが鈍化していることがあげられ

る。これまでノンPC端末のインター

ネット接続が試みられたが、パソコン

ISPを取り巻く環境の変化

ブロードバンド市場の成長は、ISP

事業の構造や勢力地図を大きく変化さ

せようとしている（図1）。ブロードバ

ンド環境がもたらす変化要因として

は、①接続収入モデルの変化、②設

備投資の拡大、③新興勢力の登場、

④PC市場の成熟化――があげられる。

ADSLやFTTH、CATVインター

ネットが台頭するブロードバンドアク

セスは、2001年を起点とし普及し始め

た。コンシューマー向けISP事業者は、

ブロードバンドアクセスに対応するた

め接続収入モデルの転換を迫られた。

新規獲得会員の伸びと比較して、ブ

ロードバンドアクセスサービスの定額

化や他社との競争による低価格化が急

速に進んだことで、ISPは接続料金に

依存した収入モデルでは立ち行かなく

なってきた。大手ISPの売り上げ構成

の80%～90%が接続料に依存している

というが、その利幅は従来の9%前後

から、現状ではコストも高まり5%前

後に落ち込んできているという。

さらに、現状のブロードバンド会員

は10%未満だが、ブロードバンド会員

が増加してくればバックボーン回線の
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ロードバンドに対応した設備投資負担の増大により行き詰まりをみせている。ビジネスモデルの
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電話サービスの規格統一による利便性

の向上、ノンPCのネットワーク仕様

統一による新規顧客獲得などを図ろう

としている。

これらの合従連衡は家庭向けISPの

戦略であり、ビジネス向けISPとは切

り離して展開していこうと考えてい

る。もはや、家庭向けISPビジネスは

限界にまで来ているのかもしれない。

淘汰の波と合従連衡

合従連衡を巡る動きは、①メガコ

ンソーシアム構想、②NTTグループ

系ISP6社の統合、③NonPCインター

ネットコンソーシアム（NPCIC）の設

立、④@niftyとSo-netの合併話――

の4つに整理される（図2）。

①メガコンソーシアム構想

メガコンソーシアムは、2002年4月

にNEC、KDDI、日本テレコム

（ODN）、松下電器産業（hi-ho）の4社

が設立した協議会である。コンソーシ

アムはコンテンツ会員も含めて約

1000万人規模に達する。

目的はPC向けコンテンツサービス

の共同展開、ノンPC機器向けコンテ

ンツサービスの共同展開、コミュニケ

ーションサービス（IMS、IP電話）の

共同展開による普及、共同投資による

ブロードバンド新サービスの共同開

発、マーケティング共同展開――の5

つである。コストメリットを図り、規

模の経済の追求を図るという。

現在では、メガコンソーシアムには

NTTコミュニケーションズやイー・

コンテンツ事業に関しては、個々にコ

ンテンツアグリゲートするのではな

く、NTTブロードバンド・イニシア

ティブ（NTT－BB）を軸に展開する

計画だ。

③NPCICの設立

松下電器産業、三菱電機グループの

ドリーム・トレイン・インターネット

（DTI）、東芝情報システム（InfoPep-

per）、三洋電機ソフトウェア（SAN-

NET）4社の電機メーカー系ISPは

2002年4月に、ノンPCネット接続技

術開発を目的に提携し、5月15日に

「NonPCインターネットコンソーシア

ム」を設立した。

NPCICでは、IPv6サービス開発、

ノンPC向けポータル開発、さまざま

な形態のノンPC接続機器向けコンテ

ンツサービスの共同開発/運営、各ISP

の相互利用、共同マーケティングを行

う。この連合体には新たにNTTデー

タ、シャープ、ドリームネット、NEC、

日立製作所の5社が参加するとともに、

イー・アクセス、NTTコミュニケー

ションズ、NTTPCコミュニケーショ

ンズも参加を検討している。仕切り役

は松下電器産業であり、今後メガコン

ソーシアムとの連携も十分あり得よう。

④@niftyとSo-netの合併話

昨年12月、一部の新聞で報道され

た合併話は2002年6月まで進められて

いた。ソニーが富士通からニフティ株

を買収し、@niftyをソニー傘下のSo-

netと統合する計画であった。実現す

れば、会員数第1位と第4位のISPの

アクセス、楽天などのコンテンツ事業

者数十社が参加し、巨大な連合体を形

成している。数十社の連合体が果たし

てうまく機能していくか否か不確実な

点が多いが、この連合がトリガーとな

り、ブロードバンド事業が加速するこ

とに期待したいところである。

②NTTグループ系ISP6社の統合

NTT持ち株会社は、2002年4月19

日に公表したグループ3カ年計画に、

ISP事業の段階的な統合を盛り込んだ。

ISP事業を手がけるのは、NTTコミュ

ニケーションズ、NTT東日本が出資

しているぷららネットワークス（ぷら

ら）、NTT-ME（WAKWAK）、NTT

データとNTTドコモが共同出資する

ドリームネット（Dre amNe t）、

NTTPCコミュニケーションズ（InfoS-

phere）、NTTドコモが出資するドコ

モAOL（ドコモAOL）の6社である。

合計すると600万ユーザーという規模

に達する。統合計画は今後3カ年で進

むといわれているが、OCN主導か新

規ISPになるかは未だ不透明である。

また、ISPを持つNTTグループ会

社の中には、統合に関して反発してい

る声もあり調整に時間を要するかもし

れない。ドコモAOLに出資している

米AOLにしても、この統合化に組み

込まれる動きをするのか、それとも新

たな枠組みを作るべく行動するのか注

目されよう。

NTT持ち株会社は社内にブロード

バンド事業推進室を設立、今後ここを

中心に統合化プロジェクトを進める。
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すでに会員数を多数獲得しているISP

は圧倒的に有利であるが、会員数の少

ないISPは、プラットホーム利用料を

売上高の数%とするなど、コンテンツ

プロバイダーにとって敷居が低い割安

な料金体系でコンテンツプロバイダー

の誘致を仕掛ける必要があるだろう。

さらに、ポータルとしてコンテンツ

プロバイダーを囲い込めれば、同時に

データセンターやVPNなど一連のサ

ービスも利用してもらえるメリットが

ある。こうしたいくつものアドバンテ

ージと利益の見込めるポータル事業の

成功に向けて、今後各社のユーザー囲

い込み合戦、コンテンツ獲得競争はま

すます勢いを増す方向にある。

しかし、有力コンテンツプロバイダ

ーにとって会員数が100～500万人程度

のISPでは、マーケティングコストが

かかる割にあまり魅力がない。ISPは

会員数を1000万人規模にするか、ペ

ージビューを増やしてメディア価値を

ト事業はお金のかかる事業であり、こ

れもプラットホームの規模に依存する。

ビジネスモデルの転換

接続事業依存型から脱却し、付加価

値事業、新規サービス事業、コンテン

ツ配信事業の展開を推進するために

は、1000万人規模のメガISPであるこ

とが望ましい。

現時点で、単独で1000万人の会員を

抱えるISPは1社もない。日本最大を

誇る@niftyでさえ、2002年3月末で

518万人の契約数にしか達していない。

したがって、M&Aによる合従連衡で

メガISPとなることが現実解であろう。

昨年12月から一部新聞で報道され

た@niftyとソニーコミュニケーショ

ンネットワーク（SCN：So-net）の合

併話（その後交渉は断絶したと報道さ

れている）や、NEC（BIGLOBE）のメ

ガコンソーシアム構想、NTTグルー

プ系ISP6社の統合化などは、まさし

くこの動きである。

合従連衡により

ISPは、バックボー

ンの設備投資などを

共同化することで機

器コストの削減や、

ブロードバンド向け

リッチコンテンツ調

達に関するコスト削

減、コンテンツライ

ンナップの充実化に

よるコンテンツ事業

の本格化、IMS、IP

高めることが必須条件となる。広告事

業においても同様のことがいえる。

また、EC事業や広告事業の拡大を

図ったとしても、それぞれに楽天や

Yahoo!などのNo.1企業があり、現在

の規模のままで垂直統合化を図ろうと

も、どこまで競争優位を保ち、収益を

図れるのか未知数な面が大きい。

IMSやIP電話サービスなどのコミ

ュニケーションツールの提供に関して

も、新たな収益源として期待できるが、

これもまた規模の経済がモノをいう。

インスタントメッセージやIP電話の場

合、ISP間で規格が異なるため、ユー

ザーは同じISP内のユーザー同士でし

か使えない。今後利便性を高めるため

には、他のISPとの連携も必要になっ

てくる。

コンテンツ配信は今後、ADSLや

FTTHのブロードバンドユーザーが増

加する中で期待されている事業の1つ

である。しかし、コンテンツアグリゲー
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②ノンPC向けポータル開発�

③さまざまな形態のノンPC機器向け
コンテンツサービスの共同開発・運営�

④各ISPの相互利用�

⑤共同マーケティング�

⑥Non PC ISPコンソーシアム発足�

ソニーがNo.1プロバイダーの地位
を狙うべく買収を仕掛けた。富士通
は当初売却するつもりでいたが売
却予定金額が１０００億円、買収金
額が３００億円と開きがあることや売
却方式で交渉進捗せず�

買収報道�

NTTグループ内でISPを統合し規
模化・効率化を図る考え。3カ年計
画で、P2P型サービスや、コンテン
ツ事業をNTT-BBへ統合していく�

図2 合従連衡を巡る動き
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合併で、約730万人のユーザーを誇る

メガISPになる予定であった。

残念ながら交渉は暗礁に乗り上げ失

敗となった。背景には、売り手側が

1000億円、買い手側が300億円と開き

があり難しかったとか、ソニーが

SCNのトラッキングストックをベース

に交渉を進める中で、富士通があくま

でもキャッシュにこだわったため失敗

した、などともいわれている。ニフテ

ィにしてもSCNにしても、単独でメ

ガISP化が困難な状況を考えると、メ

ガISPに向けての新戦略の構築が必要

となろう。

中長期的な発展の方向性

現在、国内で活動するISPは2000近

くあるといわれている。大半が零細

ISPであり、地方に点在している。今

く、プラットホーマーとして1000万人

以上の視聴者を持つ地上波テレビ放送

局と対等に競争できる体制が整う。ブ

ロードバンドはデジタル地上波放送と

連携しながらも、コンテンツ流通経路

として2000年代のデファクトスタンダ

ードを巡る競争相手ともなる。ISPは

ブロードバンド時代の双方向テレビ局

となり、テレビ視聴から、ビデオオン

デマンド、ネットワークゲーム、EC、

予約チケット、P2Pサービス、ストレ

ージサービス、VoIPまで行うサービ

スステーションになっていく。

メガISPゆえにコストメリットを持

つことから、利潤を出しながら一般ユ

ーザー向けに低価格でサービス提供す

ることも可能となるだろう。ブロード

バンド市場のさらなる発展のために

も、メガISPの登場に期待したい。

後、さらなる価格競争の激化、コンテ

ンツ調達やバックボーン回線設備への

投資負担増加を考えると、零細ISPが

これに対応できる体力はない。間違い

なく、大手ISPやCDSPなどに統合さ

れていくものと思われる。

最終的に、国内ISPはCATVイン

ターネットも含め4～5グループ程度

に収斂されていくものと思われるが、

この場合、現在進められている合従連

衡がベースに展開されるものと思われ

る。米国では、ISPはAOLの独り勝

ちである。日本では独り勝ちとなるメ

ガISPに向けての構想はまだない。し

かし、4～5グループがさらにコスト

メリットを図るために、ハイパーISP

を誕生させる日もそう遠くはないだろ

う（図3）。

メガISPが登場してこそ、ようや

112

Marketeye
B r o a d b a n d

B - b r a i n

Interview B-style Market eye Technical element Column News flash
B r o a d b a n d  

年　次� 2000年～2001年（再編期）� 2002年～2003年（混乱期）� 2004年～2007年（市場成長後期）�

ビジネスモデル� B2C型モデル� B2B型モデル� B2B2C型、P2P型モデル�

収 益 源 �

アグリゲーター�
事業の�
発展過程�

事業者タイプ�
アクセス回線対応型�

新興コンテンツアグリゲーター�
テレビ局、映画会社の�

コンテンツアグリゲーター進出�
ブロードバンドアグリゲーター、専門シンジ�
ケーター、専門コミュニティへの３極構造�

Yａｈｏｏ！BBによる�
業界破壊構造の実施�

ネットワーク設備投資を�
接続料金で回収するモデル�

ISPのビジネスモデル� 水平拡大型戦略 ISP

スケールメリットと市場リーダーとしての価格
決定権を掌握したい。�
1社単独では水平拡大できないため連合や
買収などによりメガISPを目指す。メガISPと
なり垂直統合型ビジネスが可能�

 垂直統合型戦略追求ＩＳＰ�

ＥＣやコンテンツ配信、広告など事業を多角
化し、複合的な収益体制へ変化。楽天、ヤ
フー、ＢＢ配信事業者など競合が多い中で
差別化できず苦戦�
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倒産し統合再編が加速する�

顧客数増加で接続収入は上がるものの、価格
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図3 ISP事業者の再編過程
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